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計画の骨子（素案）

１ 計画の体系

み
ん
な
で
支
え
合
い
、
健
や
か
に
い
き
い
き
と
暮
ら
せ
る
ま
ち

＜予防＞

健康寿命の延伸と生き

がいづくりの推進

１ 健康づくり・疾病予防の推進

２ 介護予防の推進

３ 生きがいづくりの推進

４ 社会参加の促進

＜医療＞

在宅医療・認知症ケアの

推進

１ 在宅医療・介護連携の推進

２ 認知症関連施策の推進

＜生活支援＞

高齢者が地域で暮らす

体制づくり

１ 生活支援サービスの体制整備

２ 在宅生活の支援

３ 家族介護者への支援

４ 支え合いの地域づくりの推進

＜住まい＞

安心して暮らせる環境の

整備

１ 多様な住まい方の支援

２ 高齢者にやさしいまちづくりの
推進

３ 防犯・防災対策の推進

＜介護＞

介護保険サービスの充

実による安心基盤づくり

１ 介護保険サービス基盤の整備

２ サービスの質の向上

３ 情報提供・相談体制の充実

４ 低所得者対策の推進

【施策の展開】【部門別方針】

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築
と
地
域
共
生
社
会
の
実
現

５ 成年後見制度の利用促進に向け
た取り組み

【基本方針】

５ 介護人材確保の必要性

健康福祉分野

の政策大綱
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第１章 計画策定にあたって

１ 計画策定の背景

２ 計画策定の目的

３ 計画の位置づけ

４ 計画の期間

５ 計画の策定体制

６ 介護保険制度の改正内容

７ 地域包括ケアシステム

８ 日常生活圏域

第２章 高齢者を取り巻く状況

１ 人口・世帯の状況

２ 介護保険サービスの利用状況

３ アンケート調査結果から見た現状

４ 関係団体・機関へのアンケートとヒアリングの結果（変更）

５ 課題のまとめ

第３章 計画の基本方針

１ 2025・2040 年を見据えた基盤整備（変更）

F 推計人口等から導かれる介護需要等に対応するとともに、介護離職ゼロの実現に向けたサ
ービス基盤整備や地域医療構想との整合性を踏まえる必要がある。

２ 計画の基本方針

３ 基本方針に基づく施策の体系

第４章 計画の具体的な取り組み

基本方針 地域包括ケアシステムの構築と地域共生社会の実現（変更）

（１）地域包括ケアの推進体制の強化

（２）地域包括ケアセンター機能の充実

（３）地域共生社会の実現に向けた取り組み（新規）

F 地域共生社会の実現に向けた考え方や取り組みについて記載。
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＜予防＞ 健康寿命の延伸と生きがいづくりの推進

（１）健康づくり･疾病予防の推進

（２）介護予防の推進

F 一般介護予防事業の推進に関して、PDCA サイクルに沿った推進、専門職の関与、他の事業
との連携について記載。

（３）生きがいづくりの推進

F 介護予防等に資する独自事業（保険者機能強化推進交付金を活用した施策等）等について
記載。

（４）社会参加の促進

F 自立支援、介護予防・重度化防止に向けた取り組みの例示として就労活動等について記載。

＜医療＞ 在宅医療・認知症ケアの推進

（１）在宅医療･介護連携の推進

F 看取りや認知症への対応強化等の観点を踏まえて記載。

（２）認知症関連施策の推進

F 認知症施策推進大綱等を踏まえ、「共生」と「予防」を両輪とした認知症施策の推進につ
いて、５つの柱に基づいて記載。（普及啓発、チームオレンジ、通いの場の拡充等）

F 教育等他の分野との連携に関する事項について記載。

＜生活支援＞ 高齢者が地域で暮らす体制づくり

（１）生活支援サービスの体制整備

F 総合事業等の担い手確保に関する取り組みの例示として、ポイント制度や有償ボランティア
等について記載。

（２）在宅生活の支援

（３）家族介護者への支援

（４）支え合いの地域づくりの推進

（５）成年後見制度の利用促進に向けた取り組み（新規）

F 成年後見制度利用促進基本計画（高齢者部分）の記載

＜住まい＞ 安心して暮らせる環境の整備

（１）多様な住まい方の支援

F 住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況を記載し、設置状況を
勘案した設置計画を策定。

（２）高齢者にやさしいまちづくりの推進

（３）防犯･防災対策の推進
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＜介護＞ 介護保険サービスの充実による安心基盤づくり

（１）介護保険サービス基盤の整備

F 要介護認定を行う体制の計画的な整備を行う重要性について記載。

F 要介護（支援）者に対するリハビリテーションの目標を国が示す指標を参考に記載。

（２）サービスの質の向上

F 業務仕分けやロボット・ICTの活用、元気高齢者の参入による業務改善など、介護現場革新
の具体的な方策を記載。

F 文書負担軽減に向けた具体的な取り組みを記載。

（３）情報提供･相談体制の充実

（４）低所得者対策の推進

（５）介護人材の確保の必要性（新規）

F 介護人材の確保の必要性について記載。

各事業数値目標一覧

第５章 介護保険給付・事業費等の見込み

１ 介護保険事業の見込量推計と保険料設定の流れ

２ 介護保険事業の対象者数の推計

３ 介護保険サービス利用量・事業量の見込み

４ 介護保険事業費の見込み

５ 第１号被保険者の介護保険料の設定

第６章 計画の推進体制

１ 総合的な高齢者保健福祉施策を推進するための体制づくり

F PDCAサイクルに沿った推進にあたり、データの利活用を進めることやそのための
環境整備について記載。

２ 計画を推進するための役割分担

資料編

１ 中長期的な高齢者の状況の推移

２ 介護保険サービス（予防給付・介護給付）の種類と概要

３ 用語解説

４ 計画策定組織

５ 策定経過
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■地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律案の概要

団塊の世代が75歳以上となる2025年、団塊ジュニア世代が65歳以上となり現役世代が急

減する2040年に備え、高齢者人口や介護サービスのニーズを中長期的視点で見据える。

・2040年には介護サ－ビス需要が更に増加･多様化。現役世代（担い手）の減少も顕著。

・高齢者を支える地域包括システムは、地域共生社会※の実現に向けた中核的な基盤。

⇒ 2025年、2040年、地域共生社会の実現に向けて、介護保険制度の見直しが必要。

介護保険制度の見直しの構図

【改正の趣旨】

地域共生社会の実現を図るため、地域住民の複雑化・複合化した支援二一ズに対応する

包括的な福祉サービス提供体制を整備する観点から、市町村の包括的な支援体制の構築の

支援、地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進、医療・介

護のデータ基盤の整備の推進、介護人材確保及び業務効率化の取組の強化、社会福祉連携

推進法人制度の創設等の所要の措置を講ずる。

※地域共生社会：子ども、高齢者、障害者など全ての人々が、地域、暮らし、生きがいを

共に創り、高め合うことができる社会のことを言う。

１．介護予防・地域づくりの推進
～健康寿命の延伸～

／「共生」・「予防」を両輪とする
認知症施策の総合的推進

２．地域包括ケアシステムの推進
～地域特性に応じた介護基盤整備

・質の高いケアマネジメント～

３．介護現場の革新
～人材確保・生産性の向上～

地域共生社会の実現と２０４０年への備え

介護保険制度改革
（イメージ）

保険者機能の強化 データ活用のためのＩＣＴ基盤整備

制度の持続可能性の確保のための見直しを不断に実施
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【改正の概要】

１．地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の構

築の支援

地域住民の抱える課題の解決のための包括的な支援体制の整備。（新たな事業、財政支

援等の規定の創設、関係法律の規定の整備。）

２．地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進

①認知症施策の地域社会における総合的な推進に向けた努力義務の規定。

②市町村の地域支援事業における関連データの活用の努力義務の規定。

③介護保険事業（支援）計画に高齢者向け住まいの設置状況を記載し、有料老人ホーム

の設置状況に係る都道府県・市町村間の情報連携を強化。

３．医療・介護データ基盤の整備の推進

①介護保険、要介護認定、高齢者の状態、地域支援事業等の情報の活用。

②医療・介護情報の連結精度の向上。

③医療機関等情報化補助業務の補強。

４．介護人材確保および業務効率化の取組の強化

①介護保険事業（支援）計画に介護人材確保及び業務効率化の取組を記載。

②有料老人ホームの設置等に係る届出事項の簡素化。

③介護福祉士養成施設卒業者への国家試験義務付けの経過措置。

５．社会福祉連携推進法人制度の創設

社会福祉事業に取り組む社会福祉法人やNPO法人等を社員として、相互の業務連携を推

進する社会福祉連携推進法人制度を創設。

【施行日】
令和３年４月１日（ただし、３②及び５は公布の日から２年を超えない範囲の政令で定める日、
３③及び４③は公布日）



保険事業と介護予防の一体的な実施について

標記について、大まかな方向性として以下の３点をあげさせていただきます。

１ 保健事業について

法改正に伴い、対象者の階層化とその階層に応じた個別対応のために必要とされるデー

タ解析の体制が整備される。

保健事業と介護予防の一体的な実施において有用なKDB（国保データベース）を活用し

たターゲットを絞り込んだ重点的実施など、データ解析に基づく科学的介護やデータヘル

スが可能となる。

２ 介護予防について

高齢者の通いの場を拠点に、疾病予防･重症化予防に係る保健事業と、運動、口腔、栄養

等のフレイル（虚弱）対策を含む介護予防の一体的な実施により、予防･健康づくりを推進

する。

また、医師会等との連携により、必要な受診勧奨や保健指導に関する情報共有等を行う。

３ 通いの場の推進について

通いの場の整備費用はインセンティブ交付金（保険者機能強化推進交付金）の対象とな

っている。

通いの場を拠点に、疾病予防･重症化予防（保健事業）と運動･口腔･栄養等のフレイル（虚

弱）対策を含む介護予防の一体的な実施により、効果的な健康づくりにつなげる。

また、通いの場は、地域の高齢者を支える互助の基盤となることが期待される。「予防」

につながる通いの場とそこを基盤とした身近な地域住民の助け合いとしての互助（ごみ出

し、病院への付き添い、買い物支援などの「生活支援」）の活動を、従来からある「予防」

や「生活支援」の事業に付加あるいは強化し、さらに「住まい」、「医療」、「介護」が一体

となった「地域包括ケアシステム」の深化に取り組む。

その他、具体的な取り組みについては、アンケート結果や事例等を参考に、個別事業の

中で検討したいと考えます。
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